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「三田学会雑誌」107巻 3号（2014年 10月）

書　　評

原朗編著

『高度成長展開期の日本経済』

日本経済評論社，2012年 11月，392頁

本書は，戦時期から実証的研究を積み重ねてき
た現代日本経済史研究グループが，前著の『高度
成長始動期の日本経済』（日本経済評論社，2010

年）で提起した時期区分 1955–59年の高度成
長の「始動期」，60–69年の「展開期」，70–74年
の「終息期」 に即して，展開期を分析した研究
成果である。本書の時期区分は，65年前後の・構・造
・的・変・化を重視する従来の見解とは距離を置き，60

年代を一つの時代とすることに特徴がある。この
ような切り取り方は

（1）
，前著及び本書序章に則して

いうと，「急成長の持続的展開それ自身を重視」し
て岩戸景気の後期過程で高度成長が確たるものと
なったとみること，産業構造の面では 70 年代半
ば以降 80 年代までの変化がより大きいとの長期
的展望から高度成長期全体がその後の「始動期」
にあたるとみること，一つの時代を市場経済と制
度設計の視点から内在的変化として描くこと，が
念頭に置かれているように思われる。もっともこ
うした時期区分は，本格的な実証的検討が課題と
して指摘されており，仮説的提示に留まっている。
この点を尊重しつつ，以下，各章のまとめに若干
のコメントを加えたい。

序章では，高度成長期関連の研究がアプローチ
別に分類され，市場経済と制度設計の視点が提示
されている。高い成長率の要因を解明する研究が
同時代から蓄積されてきたが，本書は，研究グルー
プ自ら，経済史・経営史関連の歴史研究の流れを
くむとする。本書を研究史上に位置づけて示すこ
とは与えられた紙幅では難しいが，歴史的研究を
大づかみにみると，1980年代に端緒的に登場し，
90年代以降に活発化した高度成長期研究は，中軸
の成長メカニズムの解明から社会全体の捉え方へ
と，問題関心の拡張と共に，そのための方法論的
反省がなされるようになった。

（2）
このような活発な

議論と広がった論点は，80年代後半から 90年代
にかけての経済変化を背景とした問題意識に基づ
いて高度成長分析が進展したことと無縁ではない
だろう。このような研究動向との関係が必ずしも
明確ではないが，本書は，政策等成長を支えた諸
制度の検討に加えて，労働，分業構造，流通，消費
や生活，家族等，前著より範囲を広げて考察して
いる。しかし，提示された仮説の検証と分析枠組
みの関連からみて，産業構造の変容，資本蓄積に
直接関わる分析に欠けている点は，残念である。
分析の枠組みは，「経済諸指標・企業活動等に

あらわれる資本蓄積活動や，諸社会階層（労働・
農業・中小商工業ほか）の動き，および対外経済
関係の 3分野」に想定される・市・場・経・済と，それに
・埋・め・込・ま・れ・た民間の各種・制・度，として説明されて
いる。市場経済と制度設計の関連については，更
に，組織化された市場の諸制度への介入の仕方，
市場経済の特質を組み込んだ制度設計，新制度の
定着，政策協調的な市場制度の設計，環境変化に
よる制度の進化等，制度の定着・変容・再設計（9

（1） 時期区分に関しては，基準の曖昧さが指摘されており，ここでは言及しない（平山勉「書評 高度
成長展開期の日本経済」『歴史と経済』第 222号（2014年 1月）。

（2） 例えば，大門正克他編『高度成長の時代 1 復興と離陸』大月書店，2010 年，同『高度成長の時
代 2 過熱と揺らぎ』大月書店，2010年，同『高度成長の時代 3 成長と冷戦への問い』大月書店，
2011年，安田常雄編『シリーズ戦後日本社会の歴史 1 変わる社会，変わる人々 20世紀のなかの
戦後日本』岩波書店，2012年，同『シリーズ戦後日本社会の歴史 2 社会を消費する人々 大衆消費
社会の編成と変容』岩波書店，2013年。
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頁）というように，動態的捉え方も示されている。
ここから明らかなように，市場経済と制度設計は，
高度成長期という特定時代のための分析視点では
必ずしもない。すなわち，展開期の歴史的性格は，
市場経済と制度設計に関連づけて分析される・各・章
・の・考・察から明示されるはずのものである。
第 1部「経済計画と経済政策」では，第 1章「経

済計画と東海道新幹線」（原朗執筆，以下同様），
第 2章「国民所得倍増計画と財政・金融政策」（伊
藤正直），第 3章「貿易自由化の政治経済学」（岡
崎哲二）が取り上げられている。第 1 章は，「制
度設計としての経済計画全般の展開過程を，国土
開発計画・交通体系再編政策に留意して」分析し
ている。「観念複合」となった，池田勇人内閣・所
得倍増計画・東京オリンピック・東海道新幹線を
再吟味し，新幹線構想が戦前からの流れの中で理
解できる等，多くの制度設計が始動期に動き出し
たことが明らかになる。所得倍増計画は民間諸団
体，企業等各方面の動きを一気に加速させたこと
に留まらず，市場経済の急拡大によって再検討が
迫られて中期経済計画に移行し，制度の再設計が
展開された。高度成長の表象として理解されてい
ることは表舞台で演じられた結果に過ぎず，本章
が意図することは高度成長期の動態は長い時間軸
の歴史という土台において捉えられることのよう
に思われる。特定の時代のみを切り取って意味づ
けることに，警鐘を鳴らしているのであろう。
第 2章では，国民所得倍増計画の実質的な政策

体系が既に岸内閣の計画でほぼ決定されたことが
（3）

確認され，国民所得倍増計画における財政・金融
政策の位置づけについて財政金融小委員会の議論
から明らかにされている。その主流は「極大成長
には批判的で，成長抑制的」（94頁）であり，こ
のような方針は，65年国債発行後にも維持された
と結論づける。
第 3章は，貿易・為替管理の下で通産省が発表

した輸入公表に基づいて数時点の各財の自由化状
況を特定し，自由化時点に関するデータを各財と
その該当産業の属性と結びつけることにより，・自
・由・化・タ・イ・ミ・ン・グの決定要因を検討している。繊維
財の分析結果，内外価格差が大きく，企業数が多
いほど，「早期に自由化される確率が低いという
関係」を導き出した。国際競争力と企業構成（中
小企業への影響）が，政策決定に実際に反映され
たことを実証したことになる。同章は，経済学的
にみた政策の決定要因に関心が向けられ，歴史的
観点の評価までには至っていない。自由化時期の
決定要因は，それ自体として単独で超時代的に政
策的意味を持つ訳ではないだろう。対象産業の産
業構造上の位置，他政策との組み合わせに表れる
政策の意義や効果，また計画より急激に進んだ自
由化に関連して，時期決定の政策的意図，社会的
合意の仕方について考察が必要ではないか。
第 2部「産業構造と合理化 労働力市場の変

容」では，第 4章「労働力不足と分業構造の変化
自動車産業を対象に」（植田浩史），第 5章「自

主技術開発と労働市場 高学歴技術者組織化の
試み」（宣在源）が分析されている。第 4章は，労
働力市場の変化に対して下請企業が置かれた状況
とこれへの対策を考察している。組立メーカーよ
り低く設定された時間賃金率によって 1950年代
に形成した下請中小企業は，若年齢層が採用困難
になると，存立基盤を失った。そのため，受注量
増加に対し，規模拡大による対応ができず，外注
利用，機械設備導入が図られた。30代で頭打ちに
なる賃金カーブが従業員の独立を促し，組立メー
カーの生産規模拡大を支える下請の外延的拡張に
つながった。こうした下請企業の対応と特徴の要
因は，始動期とは違っていたが，終息期以降とも
異なる展開期固有のものと思われる。ホンダ技研
工業が 70 年代後半にサプライヤーシステムを構
築する際には，1次サプライヤー設立に出資や合

（3） この点については，同書出版後に武田晴人『国民所得倍増計画を読む』（日本経済評論社，2014年）
によって，両内閣の理念と手段の相違が指摘されている。
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併等の手段が用いられた。
（4）

展開期の下請企業の拡
大基盤が，それ以降どのように維持されたのか，あ
るいは変化したのか，サプライヤーのどの階層に
どのような形で現れてくるかについて，時代別相
違の検討と，筆者の始動期分析のような組立メー
カー間の比較検討は，本書の時期区分に関連する
資本蓄積の特徴解明において有効であろう。
第 5章は，高学歴技術者の移動，異動，権限，

昇進の分析から，「高学歴技術者の組織化水準」を
明らかにし，1960 年代前半の内部労働力市場の
あり方と制度形成を検討している。技術者不足の
問題に対応するために，配置転換，引き抜き，工
高卒養成等の措置がとられたが，配置に関する明
確な基準はなく，職務分析も徹せず，必要に迫ら
れて技術者を異動させる傾向がみられた。開発に
おける技術者権限の制限，昇進における学閥格差
の弱化等から，「各企業も技術者の組織化を試み
はしていたが，その意欲は弱く制度化までは至ら
なかった。技術者の組織化に対するインセンティ
ブとなるはずの業務及び開発に対する権限も拡大
されなかった」と結論される。同章は，技術的蓄
積と労働市場逼迫の影響を論じるために高学歴技
術者の・組・織・化・水・準を問題にしている。しかし，組
織化水準と技術蓄積の関連性は不明である。組織
化を技術蓄積の指標としているように見受けられ
るが，その想定は自明ではない。それ故，自主技
術開発が課題であった展開期において，組織化が
進展しなかったとすれば，企業内の技術蓄積はど
のように実現したか，また，開発の権限が技術者
より企業側に委ねられていくことが，どのような
意味で「技術者の組織化」とは異なるか等の疑問
が残る。
第 3部「産業構造と合理化 流通部門の変容」

では，第 6章「流通部門の投資活動 都市問題
から流通近代化へ」（山口由等）と，第 7 章「衣
料品問屋の盛衰 東京の紳士服製造卸売業者を

中心に」（柳沢遊）が充てられている。第 6 章で
は，卸売業や小売業等流通投資の展開期における
特徴が分析される。物流投資と店舗の近代化投資
が定量的に観察され，始動期を質的・量的に超え
ていくことが明らかになった。しかし，都市機能
集中による渋滞が経済活動の障害になり，都市計
画では流通の近代化が課題となっていく。そのた
めの流通投資は，1960年代後半には，それまでの
省力化や効率化の目的に代わって店舗新設等不動
産投資に重点が置かれた。卸売関連では，都市計
画に即した郊外の卸売団地，物流センター等，立
地再編を伴う物流の効率化投資が，小売関連では
セルフサービスシステムの展開をめざす近代化投
資が行われた。このような投資のうち，郊外の物
流センター建設が進んだ一方で，市内立地を重視
する根強い動きもみられたが，その理由について
は，十分な説明がない。物流センター建設と，渋
滞のデメリットを伴う中心地立地の両面的現象の
意味は，この時代に起きた流通の重要な変化とし
て吟味する必要があるように思われる。
第 7章は，日本橋に集積した東京の紳士既製服

製造卸売業者及びその周辺の衣料問屋を対象とし，
生産 多段階流通の仕組みと高度成長期の・機・能・変
・化を明らかにしている。東京既製服製造卸協同組
合の組合員の経営変化，上位企業と脱落企業の性
格を分析した結果，1960 年代の紳士服市場の拡
大に伴う業界再編の影響を受け，下請企業の労賃
上昇に対応しつつ，自家工場の構築，百貨店等販
売先の確保とその為のチョップ確立等の対応が明
らかになった。しかし，60年代後半，アパレル系
紳士服業者や大メーカー系列下の卸商の圧力を受
け，市場での地位低下を余儀なくされた。こうし
た後退は，2000 年代の集積地解体に結びつけら
れ，60 年代を通してそのように方向づけられた
とする。展開期のダイナミックな変化は興味深い
が，地位低下した既存の卸売問屋が新たに獲得し

（4） インダストリーリサーチシステム『調査資料 ’78年版本田技研・グループの全貌 関連企業の実
態調査資料』1978年。
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た・機・能が明らかではない。その点を不問に付した
まま，全体的に，多様化を外的与件とする分析に
なっており，大量生産・大量流通の主役になれず
周辺に追いやられていく伝統的卸売問屋という評
価に繋がっている。しかし，卸売問屋の対応から
多様化が生まれるという側面は考えられないだろ
うか。自家工場や大量生産は，川下の小売の安定
的確保が必要であり，在庫負担も大きくなる。そ
のようなリスクを取らないビジネスのあり方は，
売上拡大，マーケットシェアに還元しない結果を
もたらしうる。伝統的卸売問屋は，そうしたビジ
ネスモデルを模索する主体とはならなかっただろ
うか。
第 4部「地域社会と生活」は，第 8章「出稼ぎ労

働者の諸類型 出稼ぎ者に占める農家世帯員の
比重に注目して」（加瀬和俊），第 9章「地方自治
体の渇水対策と企業・農民・住民 静岡県三島
市を事例として」（沼尻晃伸），第 10章「戦後文学
の見た高度成長 2 家族の変容と都市化」（伊藤
正直）の構成である。第 8章は，高度成長期の季
節的労働力供給の多様な実態を再検討し，出稼ぎ
労働者に関する伝統的理解を相対化すると共に，
専業的出稼ぎ世帯の増加を含めて，労働市場の展
開が地方の就業事情を規定した点を明らかにして
いる。産業構造変化に必要な低賃金・不熟練・単
純労働者が持続的に提供される社会的基盤の解明
という問題関心が読み取れる。統計資料の体系性
の問題や出稼ぎ定義の曖昧さをそれが反映する実
態として捉え，その吟味に取り組んだ迫力に満ち
た分析である。地域独自の調査資料を突き合わせ
て全体を捉える工夫された分析は，興味深い発見
に繋がっている。専業的出稼ぎ世帯の存在の大き
さを検出し，それが類型として継続される制度的
基盤に関連して，失業保険金受給を分析している。
これらのあり方は，地域の労働市場の状況に結び
つけられて変化し，出稼ぎは，専業的出稼ぎ世帯の
多い東北地方を除いて 1965年以降減少する。同
章は，季節労働，低賃金等，労働市場の末端の労
働力需給に関連しており，最も周辺的部門から高

度成長期の変化を見渡せる内容である。そうだか
らこそ，本書の時期区分を意識したかたちでまと
められた痕跡が見当たらない点は，残念である。
第 9章は，三島市の活水問題を題材に，企業の

土地所有と地域住民や農民の水（辺）利用との対
抗関係を検討し，地方自治体政策の・歴・史・的・特・質を
考察している。東レの工場誘致や土地取得におい
て，影響しうる地下水採水問題が十分検討されな
かったという限界はあったものの，農業用水や住
民の水辺利用に関する利害と渇水問題への行政の
取り組みは，自治体の政策が 1960年代初頭から
生活環境保全に注目しはじめたことを意味する。
こうして展開期にも企業の土地所有と採水が規定
的な意味を持ち続ける中，農民・住民運動や自治
体と企業の協議を媒介とした・社・会・性が自治体政策
に付与されるようになった。このように，筆者は，
政策変化の中で上から一方的でない社会性が付与
されることを重視する。日本は，70年代以降厳し
い環境基準設定と企業の対応の面で大きな進展を
みる。そうした点を見据えると，同章の社会性に
関わる展望は企業誘致と生活環境問題との関係を
考える上で有意義である。ただ，社会性がどのよ
うな歴史的特質として理解できるものか，定かで
はない。序章では「ボトルネックが生じつつも，
これらは……〔評者中略〕・経・過・的・に・解・決され……
各種企業や自営業者・労働者諸階層自身もこの事
態の推移に・そ・れ・な・り・に・対・応……，結果として全体
的な経済拡張がスムーズに進展」（7頁）とされて
いるが，同章の社会性が社会合意のプロセスに関
わるものか，それとも「経済の健全な発展との調
和」（269頁），「経済発展より上位の利益」として
生活環境保全（270頁）に関連する合意内容まで
を指すものかは判然としない。歴史的特質に関連
する踏み込んだ評価がほしい。行政取り組みの変
化にどのような主体性が見いだせるか，農民や住
民の意見への対応の性格，彼らの水利用変化に開
発への認識を如何に反映した（発展への社会的合
意）か，東レの用水購入（環境問題対策としての費
用）の方策変化の背景とプロセス 行政への工
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業用水整備要求，価格設定等 に分析が加わっ
ても良かったと思われる。
第 10 章の課題は，「高度成長期に書かれた文

芸……小説が，同時代の経済発展や経済システム
をどのように把握していたのかを検討」した上で，
文学を題材にした家族像の提起である。「時代の
最もよき観察者」である文学者を通して，家族の
変容（構成・関係・意識の変化），それに影響した
都市の変容や膨張，それに伴う都市化や住宅開発
問題の立体的分析が意識されている。取り上げた
作品について作者の問題意識等創作舞台を探り，
法社会学等他研究の家族像を紹介しつつ，地域開
発と対照することで，作品の家族関係の・リ・ア・リ・テ
・ィ・の・検・証が試みられている。商品の量的変化や企
業側から一方的に描かれる成長の有り様を，生活
に深く切り込んだ歴史的変貌として豊かな形で提
示するという意欲が読み取れる。この手法が秘め
る魅力を認めつつも，歴史分析の一端を担う上で
は，リアリティの検証における方法的工夫等に難
しさを感じる。文学者が描いた世界が実証の困難
を埋め合わせる役割を果たして，その方向に示唆
を与え，見逃されがちな史実の発見と評価が積み
重ねられることで方法的に洗練され深化されてい
くことを期待する。
第 5部「戦後アジアと日本」では，第 11章「対

外アジア政策の積極化と資本輸出」（金子文夫）の
分析が与えられている。1960 年代後半国際収支
構造の転換は既知のことであるが，第 11章では，
それと・対・ア・ジ・ア・政・策・と・の・関・連を問うことに課題が
設定されている。日本は 65 年に対外関係におい
て経常収支黒字・長期資本収支赤字という先進国
型に転換した。それは，台湾，韓国，インドネシア
等に対するアジア政策が外務省主導で積極的に展
開された結果であったという。このアジア政策は
大蔵省の消極的姿勢を調整しながら政治的判断に
よって推進された。従来国際収支構造の転換に関
しては，外貨準備の動向に関連して 68 年が画期
であると理解されてきたが，68年以降の現象は，
それに先行する 65 年転換を導き出した政治的動

きによる国家資本の進出の結果である，というの
が本章の主張である。つまり，65年を画期として
アジアへの経済進出の枠組みが形成され，金融機
関整備等の制度設計と運用が図られた結果，60年
代末に民間資本優位の輸出が展開されていくので
ある。しかし，このような 65年画期性と，60年
代を一つの時代として捉えることとの関連性は，
必ずしも明快ではない。

「展開期」とはどのような時代であるか
以上のように，各章で提示された史料や分析方

法は興味深く，今後の歴史研究に重要な論点を多
く提示するものであった。もっとも，共同研究と
しての難点も指摘せざるを得ない。
本書では，時期区分に関して仮説的提示である

ことが強調されているが，それにもかかわらず，
この仮説的展開期の歴史像を解明する共同研究が
明確に取り組まれたとは言いにくい。序章で提案
された市場経済と制度設計の視点に基づいた高度
成長期の概観は，各章の執筆者の問題関心と実証
分析を尊重する立場からか，時期区分に引きつけ
た形ではまとめられていない。本来であれば，仮
説的にせよ，設定された時期区分は，それ単独と
してではなく，各章で描き出された具体像との緊
張関係の中で洗練化され，さらに個別テーマに即
した検証が積み重ねられていくのではないだろう
か。例えば，第 5章，第 6章，第 7章は，「展開
期であること」を・前・提として分析が進められてい
るため，分析の結果描かれるはずの 1960年代の
時代像に立ち入っていない。読者は，各章執筆者
がどのように「展開期」を把握しているのかが知
りたいのであるが，労働市場が逼迫した時期，流
通問題が台頭した時期等の個別的なイメージが与
えられただけで，それらを総合してどのような時
代として，始動期とも終息期とも異なるかは明ら
かになっていかない。また，第 6章，第 7章，第
8章，第 11章は，1965年前後の転換が重視され
ているように理解することができるが，これらの
章と序章で提示された時期区分・視点とどのよう
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に整合的に理解できるかが，定かではない。その
ために，本書全体の統一的な時期区分と時代像を，
読み取ることが困難であった。
第 1章には，高度成長期を，縄文時代に定着し

た農経社会・以・来・に・起・こ・っ・た大変革期とする仮説的
見解が提示されている。現社会に連なる時代を，
長い時間軸の上に・そ・っ・と置いてみることで，高度
成長期に関して語られる歴史が重みをもって現れ
る。このような視点からみると，高度成長期全体

が 1970年代以降の変化に向かう「始動期」とな
るという。この仮説が，高度成長期を始動期，展
開期，終息期に分けて，時代変化を内在的に理解
しようとする枠組みからまとめられ，より大きな
歴史像として提起されることを心待ちにしたい。

韓 載香
（北海道大学大学院経済学研究科准教授）
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